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その他
6億6,319万円

介護負担金等（掛金・負担金等）
10億8,863万

前年度繰越支払準備金
11億9,199万円

負担金
（調整負担金・
公的負担金等含）
67億971万円

掛金
（任意継続掛金含）
69億4,355万円

次年度繰越支払準備金・
その他

21億207万円

一部負担金払戻金
8,693万円

附加給付
1億744万円

介護納付金
11億2,583万円

法定給付
（保健・休業・災害）
71億4,171万円

前期高齢者納付金・
後期高齢者支援金・
病床転換支援金・
老人保健拠出金・
退職者給付拠出金
59億4,741万円

●平成21年度の収支状況

収　入
165億9,700万円

支　出
165億1,140万円

●各種拠出金の推移

前期高齢者納付金 後期高齢者支援金 病床転換支援金

老人保健拠出金 退職者給付拠出金 介護納付金

0
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70

平成17年度 平成21年度平成20年度平成19年度平成18年度

（億円）

61億円60億7千万円

70億7千万円
67億7千万円

59億6千万円

支
出
増
に
よ
り
厳
し
い
運
営

こ
の
経
理
は
、
組
合
員
や
家
族
の
皆
さ
ん
が
病
気
や
ケ
ガ
を
し
た
時
や
、
出
産
、
死
亡
、
そ
の
他
災
害
が
生
じ
た
場
合
な
ど
に
行
う
医
療
費
等
の
給
付
と
、
前
期
高
齢
者
納

付
金
を
始
め
と
し
た
各
種
拠
出
金
の
納
付
並
び
に
介
護
保
険
料
の
収
納
業
務
を
行
っ
て
い
ま
す
。

平
成
二
十
一
年
度
の
給
付
金
総
額
は
約
七
十
二
億
五
千
万
円
で
前
年
度
よ
り
約
一
億
九
千
万
円
減
少
し
ま
し
た
が
、
各
種
拠
出
金
の
支
出
は
約
五
十
九
億
四
千
万
円
で
、
前

年
度
よ
り
約
三
億
円
増
加
し
ま
し
た
。
収
入
に
お
い
て
は
、
掛
金
負
担
金
率
の
引
上
げ
を
図
っ
た
こ
と
に
よ
り
何
と
か
財
源
を
確
保
す
る
こ
と
が
で
き
ま
し
た
の
で
、
短
期
給

付
（
拠
出
金
の
支
出
を
含
む
。）
に
係
る
収
支
で
は
、
約
八
千
五
百
万
円
の
当
期
利
益
金
が
生
じ
ま
し
た
。

一
方
、
介
護
保
険
の
収
支
状
況
は
、
介
護
納
付
金
等
の
支
出
が
約
十
一
億
三
千
万
円
な
の
に
対
し
、
介
護
掛
金
負
担
金
等
の
収
入
が
約
十
億
九
千
万
円
で
、
約
三
千
八
百
万

円
の
当
期
損
失
金
が
生
じ
ま
し
た
。

短
期
経
理
を
健
全
に
運
営
し
て
い
く
に
は
、
組
合
員
と
家
族
の
皆
さ
ん
の
健
康
管
理
の
取
り
組
み
と
医
療
機
関
等
へ
の
適
正
な
受
診
の
ご
協
力
を
引
き
続
き
お
願
い
す
る
こ

と
に
な
り
ま
す
が
、
各
種
拠
出
金
の
総
額
が
六
十
億
円
に
迫
っ
て
お
り
、
掛
金
負
担
金
収
入
に
占
め
る
割
合
も
約
四
十
四
％
に
達
し
て
い
る
こ
と
か
ら
、
保
険
者
と
し
て
は
、

国
に
対
し
こ
れ
ら
拠
出
金
の
負
担
軽
減
を
求
め
る
取
り
組
み
が
重
要
に
な
っ
て
き
ま
す
。

本
組
合
の
平
成
二
十
一
年
度
の

決
算
が
去
る
六
月
三
十
日
に
開
催

さ
れ
た
第
一
六
四
回
組
合
会
に
お

い
て
承
認
さ
れ
ま
し
た
の
で
、
そ

の
概
要
を
お
知
ら
せ
し
ま
す
。

組
合
員
数
及
び
被
扶
養
者
数
と
も
昨
年

度
に
引
き
続
き
減
少
と
な
り
ま
し
た
。

ま
た
、
平
均
給
料
月
額
も
大
幅
に
減
額

と
な
り
ま
し
た
。

●組合を構成する市町村等の数

区分 平成20年度 平成21年度 比較増△減

市 32 32 0

町 10 10 0

村 2 2 0

一部事務組合 44 43 △1

計 88 87 △1

平 成 21 年 度

決算のあらまし

総

括

事

項

●平均給料月額

●組合員数・被扶養者数

一般組合員･･･････････････ 22,880人 （前年度比較 △582人）
市町村長組合員･･･････････････ 42人 （　　〃 0人）
市町村長長期組合員････････････ 2人 （　　〃 0人）
特定消防組合員･････････････3,985人 （　　〃 △32人）
長期組合員････････････････････ 2人 （　　〃 2人）
　　計･･･････････････････ 26,911人 （　　〃 △612人）
任意継続組合員･････････････1,175人 （　　〃 9人）
被扶養者･････････････････ 29,614人 （　　〃 △858人）

長　　期････････････････ 335,948円 （前年度比較 △3,944円）

短　　期････････････････ 334,816円 （　　〃 △3,995円）
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支　出
4億8,901万円

支　出
1,949万円

支　出
1億4,282万円

●健康づくり事業費

●特定健康審査等費

●助成・講習会・競技会等

生活習慣病健診 4,519万円

人間ドック
3億5,264万円

併診ドック
2,819万円

ガン検診
3,038万円

肝炎ウィルス検診・
脳ドック・

健康電話相談・
心の相談ネットワーク

676万円

特定健康診査費
（特定健康診査料）

1,401万円

特定健康診査費
（事務手数料）

120万円

特定保健指導費
（動機づけ支援）

57万円

特定保健指導費
（積極的支援）

371万円

インフルエンザ
2,585万円

保養・
リフレッシュ
利用助成
5,283万円

組合員保養所利用助成
4,417万円

指定保養所助成 322万円

家族療養助成
1,152万円

体育関係
1,298万円

表彰関係
787万円

講習会費 907万円
図書広報費関係 116万円

●資産の保有割合

244億円

流動資産
4億円

投資有価証券
8億円

長期貸付金
232億円

組
合
員
の
皆
さ
ん
が

退
職
後
に
受
給
さ
れ
る

退
職
共
済
年
金
や
障
害

共
済
年
金
、
遺
族
共
済

年
金
な
ど
の
各
種
共
済

年
金
等
の
決
定
・
支
給

及
び
年
金
積
立
金
の
運

用
は
、
平
成
十
九
年
度

よ
り
全
国
市
町
村
職
員

共
済
組
合
連
合
会
（
以

下
「
市
町
村
連
合
会
」）

が
集
約
し
て
一
元
的
に

処
理
し
て
い
ま
す
。

こ
の
経
理
は
、
組
合

員
の
皆
さ
ん
か
ら
お
預

か
り
す
る
掛
金
及
び
地

方
公
共
団
体
か
ら
の
負

担
金
の
納
入
と
、
こ
れ

ら
収
入
金
を
市
町
村
連

合
会
へ
払
い
込
む
た
め

の
経
理
と
な
り
ま
す
。

平
成
二
十
一
年
度
の

収
入
金
額
は
、
掛
金
と

負
担
金
を
合
わ
せ
て
約

三
百
七
十
二
億
円
と
な

り
ま
し
た
。

こ
の
経
理
で
は
、
市

町
村
連
合
会
か
ら
預
託

さ
れ
た
年
金
積
立
金
の

一
部
を
管
理
・
運
用
し

て
い
ま
す
。

運
用
の
内
容
は
お

も
に
、
貸
付
及
び
物

資
経
理
へ
の
資
金
の
貸

付
の
ほ
か
、
地
方
公
共

団
体
よ
り
引
き
受
け
る

縁
故
地
方
債
等
で
、
約

二
百
四
十
億
円
を
保
有

し
て
い
ま
す
。

な
お
、
こ
れ
ら
の
預

託
さ
れ
た
資
産
は
、
年

金
積
立
金
の
一
部
と
し

て
、
安
全
か
つ
効
率
的
な

運
用
に
努
め
て
い
ま
す
。

年
金
積
立
金
を
運
用

年
金
の
決
定
・
支
給
等
は

　

市
町
村
連
合
会
が

　
　

行
っ
て
い
ま
す

こ
の
経
理
は
、
組
合
員
一
人
あ
た
り
年
額
九
千
六
百
円

の
地
方
公
共
団
体
負
担
金
と
短
期
経
理
か
ら
の
繰
入
金
を

財
源
に
、
医
療
費
の
支
払
や
年
金
の
給
付
な
ど
を
行
う
た

め
に
必
要
な
人
件
費
及
び
事
務
費
、
そ
の
他
共
済
組
合
が

運
営
に
要
す
る
諸
費
用
を
賄
っ
て
い
ま
す
。

こ
れ
か
ら
も
、
経
費
の
節
減
に
な
お
一
層
努
め
て
ま
い

り
ま
す
。

こ
の
経
理
は
、
医
療
費
の
増
高
対
策
の
一
環
と
し
て
、
組
合
員
の
皆
さ
ん
と
ご
家
族
の
健
康
保
持
増
進
を
図
る
た
め
、
各
種
健
診
を
は
じ
め
と
す
る
福
利
厚
生
事
業
を
行
っ

て
い
ま
す
。
平
成
二
十
一
年
度
の
収
支
状
況
は
、
掛
金
の
減
少
等
に
よ
り
約
五
千
七
百
万
円
の
損
失
金
が
生
じ
ま
し
た
の
で
、
積
立
金
を
取
り
崩
し
て
補
て
ん
し
ま
し
た
。

こ
の
経
理
の
財
政
状
況
は
、
組
合
員
数
の
減
少
に
よ
り
収
入
が
年
々
減
少
す
る
一
方
、
法
令
化
さ
れ
た
特
定
健
診
の
実
施
や
人
間
ド
ッ
ク
利
用
者
の
増
加
に
よ
り
、
支
出
は

増
大
し
深
刻
な
も
の
と
な
っ
て
い
ま
す
。

こ
の
た
め
、
費
用
縮
減
を
図
る
た
め
平
成
二
十
二
年
度
か
ら
事
業
の
見
直
し
を
行
い
ま
し
た
が
、
今
後
も
こ
の
経
理
を
健
全
に
運
営
し
て
い
く
た
め
有
益
な
事
業
の
推
進
に

向
け
て
努
め
て
い
き
ま
す
の
で
、
組
合
員
の
皆
さ
ん
も
、
各
種
保
健
事
業
に
積
極
的
に
参
加
し
て
く
だ
さ
い
。

●掛金・負担金等収入

負担金 追加費用・払込金 掛金

0
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（億円）

負担金
188億円

追加費用
・払込金
53億円

掛金
131億円

平成21年度

372億円

負担金
172億円

追加費用
・払込金
51億円

掛金
137億円

平成17年度

360億円

負担金
178億円

追加費用
・払込金
41億円

掛金
135億円

平成20年度

354億円

負担金
177億円

追加費用
・払込金
47億円

掛金
137億円

平成19年度

361億円

負担金
174億円

追加費用
・払込金
48億円

掛金
137億円

平成18年度

359億円

人
間
ド
ッ
ク
利
用
者
が
増
加

　
　
　
　

当
期
損
失
金
を
計
上

長
期経理

預
託
金

管
理
経
理

業
務経理
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●組合員貯金加入者数推移

21,221人

22,719人

22,311人

21,926人

21,622人

20,000

20,500

21,000

21,500

22,000

22,500

23,000

23,500

平成17年度 平成18年度 平成19年度 平成20年度 平成21年度

（人）

宿泊
30,372人宴会・会議

10,101人

食事処
12,731人

●施設の部門別利用状況

日帰り入浴
4,783人

利用者総数
57,987人

『
大
洗
鷗
松
亭
』

　

日
帰
り
部
門
実
績
過
去
最
高
！

共
済
貯
金
残
高
は
過
去
最
高
額
！

　
　
　

̶

支
払
利
率
は
一
・
九
二
％̶

こ
の
経
理
は
、
共
済
貯
金
に
加
入
さ
れ
て
い
る
組
合
員
の
皆
さ
ん
か
ら
お
預
か
り
し
た
資
金
を
安
全
か
つ
効
率
的
に
運
用
し
、
有
利
な
利
率
で
還
元
す
る
こ
と
に
よ
り
、
健

全
な
財
産
形
成
を
図
る
こ
と
を
目
的
と
し
て
い
ま
す
。（
詳
し
い
運
用
状
況
に
つ
い
て
は
、
別
に
掲
載
し
て
い
ま
す
の
で
ご
参
照
く
だ
さ
い
。）

平
成
二
十
一
年
度
末
の
貯
金
残
高
は
約
千
八
十
億
円
で
、
前
年
度
よ
り
約
三
十
五
億
円
増
加
し
、
過
去
最
高
額
を
達
成
し
ま
し
た
。

一
方
、
加
入
者
数
は
二
一
、二
二
一
人
で
、
平
成
二
十
年
度
よ
り
四
〇
一
人
減
と
な
り
、
組
合
員
数
の
減
少
傾
向
が
貯
金
加
入
者
数
に
も
影
響
を
与
え
て
い
る
こ
と
が
う
か

が
え
ま
す
。
こ
れ
ら
の
結
果
、
一
人
当
た
り
の
平
均
貯
金
残
高
は
約
五
百
万
円
に
な
り
、
平
成
二
十
年
度
よ
り
約
二
〇
万
円
増
加
し
て
い
ま
す
。

現
在
の
利
率
は
、
年
利
一
・
九
二
％
と
、
市
中
金
利
と
比
べ
大
変
有
利
に
な
っ
て
い
ま
す
の
で
、
ぜ
ひ
ご
利
用
く
だ
さ
い
。

こ
の
経
理
は
、
保
養
所
「
大
洗
鷗
松
亭
」
を
運
営
す
る
た
め
の
経
理
で
す
。

オ
ー
プ
ン
以
来
、
組
合
員
の
皆
さ
ん
は
も
と
よ
り
ご
家
族
ご
友
人
等
た
く
さ
ん
の
方
々
に
ご
利
用
い
た
だ
き
誠

に
あ
り
が
と
う
ご
ざ
い
ま
す
。

本
年
度
の
利
用
者
総
数
は
約
五
万
八
千
名
を
数
え
、
そ
の
内
宿
泊
利
用
者
が
過
半
数
を
占
め
て
い
ま
す
。

部
門
別
に
見
ま
す
と
、
宿
泊
者
数
は
昨
年
度
よ
り
減
少
し
た
も
の
の
、
食
事
処
「
水
輝
」
の
ラ
ン
チ
タ
イ
ム
の

利
用
や
日
帰
り
入
浴
は
年
々
増
加
傾
向
に
あ
り
、
日
帰
り
部
門
の
合
計
利
用
者
数
は
オ
ー
プ
ン
以
来
最
高
と
な
る

実
績
を
達
成
す
る
こ
と
が
で
き
ま
し
た
。

和
風
造
り
の
や
す
ら
ぎ
あ
る
保
養
所
「
大
洗
鷗
松
亭
」
で
は
、
皆
さ
ん
に
心
身
と
も
に
リ
フ
レ
ッ
シ
ュ
し
て
い

た
だ
け
る
よ
う
、
職
員
一
同
精
一
杯
努
力
し
て
ま
い
り
ま
す
。

組
合
員
の
方
の
予
約
受
付
は
四
ヵ
月
前
か
ら
と
な
っ
て
い
ま
す
の
で
、
今
後
と
も
皆
さ
ん
の
ご
利
用
を
心
よ
り

お
待
ち
し
て
い
ま
す
。

●貯金残高の推移

※（    ）は一人あたりの平均貯金額

939億円
（413万円）

971億円
（435万円）

1003億円
（457万円）

1045億円
（483万円）

600
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1100
（億円）

平成21年度平成17年度 平成20年度平成19年度平成18年度

1081億円
（509万円）

平
成
二
十
一
年
度
の
決
算
を
も
と
に
、

貯
金
経
理
の
貸
借
対
照
表
を
下
記
の
と
お

り
掲
載
し
ま
す
。

収
支
決
算
の
結
果
、
約
六
億
円
の
利
益

金
が
生
じ
ま
し
た
が
、
皆
さ
ん
か
ら
お
預

か
り
し
た
大
切
な
資
金
で
あ
る
こ
と
を
踏

ま
え
、
今
後
も
安
全
性
を
最
優
先
に
効
率

的
な
運
用
を
行
っ
て
い
き
ま
す
。

共
済
貯
金
の

運
用
状
況

●平成21年度決算　貸借対照表
（単位：百万円）

借　 方 金　 額 貸　 方 金　 額

普通預金 11,473 組合員貯金 108,092

定期預金 3,400 流動負債 376

有価証券 107,827 固定負債 61

そ の 他 234 剰 余 金 14,405

合　 計 122,934 合　 計 122,934
※  剰余金には、将来の欠損金の補てんに充てるための法定積立
額を含んでいます。

●貯金経理の資産構成 （単位：百万円）

資産の種類 金　　　額 構 成 割 合

普 通 預 金 11,473 9.33%

定 期 預 金 3,400 2.77%

有 価 証 券 107,827 87.71%

そ の 他 234 0.19%

合 計 122,934 100.00%

●有価証券の内容 （単位：百万円）

種　　　類 金　 　　額 構 成 割 合

国 債 20,461 18.98%

地 方 債 14,841 13.76%

政 府 保 証 債 5,494 5.10%

公 社 公 団 債 20,173 18.71%

利 付 金 融 債 300 0.28%

社 債 6,962 6.46%

円貨建外国債 39,596 36.71%

合 計 107,827 100.00%
※  社債については、公共性・安全性の高い電力債券等を保有して
います。

※  円貨建外国債については、国際機関、外国政府又は政府保証債
にあたる外国法人が発行するもので、格付機関からAAA 格の格
付を取得しているものを保有しています。

平成21年度末現在

宿
泊経理

貯
金経理



貸
付経理

物
資経理
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生
活
に
必
要
な
資
金
は

　
　
　

貸
付
事
業
で
！

マ
イ
カ
ー
購
入
に
は

　
　
　

物
資
事
業
を
！

●物資立替金残高及び件数の推移
（億円） （件数）

5

10
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25

0

500

1,000

1,500

2,000

2,500

3,000

2,192件

平成20年度

17億
8千万円

2,747件

平成17年度

24億円

2,571件

平成18年度

21億
5千万円 2,005件

平成21年度

16億
7千万円

2,353件

平成19年度

19億
8千万円

●組合員貸付金残高の構成割合（総額241億円）

●組合員貸付の残高・件数の推移

普通貸付  9億60万円
（自動車購入・
  生活必需品購入等）

特別貸付 14億950万円
（入学・修学・結婚・葬祭等）

災害貸付 9,766万円

在宅介護対応住宅貸付外
7,328万円

住宅貸付
215億8,241万円

10,479件

8,503件
7,736件

9,266件

9,869件

150

200

250

300

350

平成17年度 平成21年度平成20年度平成19年度平成18年度

貸付残高（億円）

7,500

8,000

8,500

9,000

9,500

10,000

10,500

11,000
貸付件数

269億円

298億円

343億円 324億円

241億円

医療費負担を軽減する  ジェネリック医薬品
　　－厚生労働省が先発薬と同等と認めた医薬品－

先発薬と同等の効き目で
価格は約半額！

◆ 安価なのに、先発薬と同じ成
分で効き目は同じ
◆平均価格は、先発薬の約半額
◆ 先発薬の特許期間満了後に発
売される薬

安全性と品質は？

◆安全性は先発薬と同じ
◆ 薬事法による品質基準をクリア
◆品質再評価※による品質管理
※ 第三者が先発薬とジェネリック医
薬品の品質を評価できる制度

 ジェネリック医薬品希望カード

　受診の際に窓口に次のカード
を提示してジェネリック医薬品
の処方希望を伝えましょう！

先発薬との薬価・負担額の違い
※1日1錠365日服用したと仮定 （単位：円）

脂質異常症 薬価 1割負担 3割負担
先発薬 112.2 4,015 12,045

ジェネリック
医薬品

安いタイプ 23.2 730 2,190
高いタイプ 75.4 2,920 8,760

先発薬との
比較

安いタイプ
差額

3,285 
～1,095

9,855 
～3,285高いタイプ

高　血　圧 薬価 1割負担 3割負担
先発薬 155.1 5,840 17,520

ジェネリック
医薬品

安いタイプ 14.5 365 1,095
高いタイプ 45.0 1,460 4,380

先発薬との
比較

安いタイプ
差額

5,475 
～4,308

16,425 
～13,140高いタイプ

（参考）日本ジェネリック医薬品学会資料 2010年4月現在

お問い合わせ先　共済組合保険課　　TEL　029－301－1413

取得例

取得例

育児休業法が改正されました育児休業法が改正されました
― 平成22年6月30日施行 ―

父母ともに育児休業を取得する場合の育児休業手当金支給期間の延長

出産後8週間以内の父親の育児休業取得の促進

　父母ともに育児休業を
取得する場合、育児休業
手当金の支給期間が、子
が１歳から１歳２ヵ月に
達するまでに延長されま
した。

　配偶者の出産後８週間
以内の期間内に、父親が
育児休業を取得した場合
には、特別な事情がなく
ても、再度の取得が可能
となりました。

※父の育児休業手当金支給期間の上限は１年間となります。
※母の場合は、１年間から出産日（産前休暇の末日）と産後休暇期間を除いた期間が育児休業手当金
　支給期間の上限となります。

１ 母　育児休業母　産休 父  育児休業

1歳2ヵ月出生 8週間 1歳

出生 8週間 1歳

2
父　育児休業

母　育児休業母　産休

父  1度目 父　2度目

母　産休 母　育児休業

こ
の
経
理
は
、
住
宅
資
金
な
ど
生
活
に
関
連
し
た
資
金
の
貸
付
を
行
っ
て
い

ま
す
。　

平
成
二
十
一
年
度
末
の
総
貸
付
件
数
は
、
七
、七
三
六
件
で
前
年
度
に

比
べ
て
七
六
七
件
減
少
し
、
貸
付
金
残
高
も
約
二
四
〇
億
円
と
前
年
度
よ
り
約

二
九
億
円
減
少
と
な
り
ま
し
た
。　

近
年
貸
付
事
業
利
用
は
減
少
傾
向
で
す
が
、

そ
の
理
由
は
、
適
正
な
貸
付
を
行
う
た
め
に
審
査
基
準
を
厳
格
化
し
た
こ
と
や

組
合
員
数
の
減
少
に
よ
る
影
響
と
考
え
ら
れ
ま
す
。　

今
後
の
金
利
情
勢
に
よ
っ

て
は
、
上
限
利
率
の
低
い
貸
付
事
業
を
利
用
す
る
こ
と
は
有
効
な
手
段
で
あ
る

と
思
わ
れ
ま
す
。
ぜ
ひ
ご
利
用
く
だ
さ
い
。

こ
の
経
理
は
、
マ
イ
カ
ー
購
入
資
金
の
立
替
え
を
行
っ
て
い
ま
す
。

組
合
員
数
の
減
少
等
に
よ
り
、
平
成
二
十
一
年
度
の
物
資
立
替
金
残
高
は
、

約
一
六
億
円
で
前
年
度
に
比
べ
約
一
億
円
減
少
し
、
件
数
も
二
、〇
〇
五
件
で

一
八
七
件
の
減
少
と
な
っ
て
い
ま
す
。

組
合
員
で
あ
れ
ば
ど
な
た
で
も
最
高
二
○
○
万
円
ま
で
の
物
資
立
替
を
利
用

で
き
ま
す
。　

ま
た
、
特
約
店
契
約
を
し
て
い
な
い
自
動
車
販
売
会
社
か
ら
自

動
車
を
購
入
し
た
場
合
で
も
、
組
合
員
の
方
が
手
数
料
を
支
払
う
こ
と
に
よ
り

物
資
事
業
を
利
用
で
き
ま
す
の
で
、
ぜ
ひ
ご
利
用
く
だ
さ
い
。

※このカードは平成21年9月号で配布しました。




